
非常事態への備え
昨今の大型地震発生など、社会的責任の増大を背景とした、事業継続計画（BCP）の取り組み意識
が高まっております。

①地震発生時、安否確認システムから組合員に地震情報を自動的にメール連絡

②同時に、被災地の支部員に安否確認メールを自動送信

③各支部の支部員が安否状況、出動可否を報告

④安否状況確認：名古屋市指定水道工事店協同組合が支部員の安否状況と集計結果を確認

■名古屋市指定水道工事店協同組合としての社会的責任

■震度５以上の地震が愛知県、岐阜県、三重県、静岡県、滋賀県の５地区に発生した時
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